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県内市町村の平成 27年度一般会計当初予算 

－社会保障の充実を目的とした扶助費の増加により、予算規模が 1.7%増加－ 

 
 

県内市町村（39市 22町 1村）の平成 27年度一般会計当初予算について、その概要

をまとめました。 

［注］骨格予算（※１）を編成した吉川市を除いています。 

 

当初予算のポイントは、次のとおりです。 

 

１ 概況及び特徴 

 予算額は 2兆 2,771億 4千 9百万円となり、前年度に比べ 387億 3千 6百万円増加     

（＋1.7％）しています。 

 予算額の増加は 43市町村、減少は 19市町となっています。 

 

62市町村の歳入の総額では、消費税の引き上げ分が反映されたことにより地方消費

税交付金が増加するとともに、個人住民税や固定資産税の増収に伴い市町村税が増加

しています。さらに、国庫支出金及び県支出金も増加しています。なお、市町村税の

増収に伴い地方交付税は減少しています。 

 

歳出の総額では、公債費が減少したものの、子ども・子育て支援新制度が開始され

ることなどによる扶助費の増加や、物件費などの増加により、全体としては前年度よ

り増加しています。 
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２ 歳入の状況 

（１）市町村税 

 市町村税は、1兆 583億 1千万円となり、個人住民税や固定資産税などの増収によ

り、前年度に比べ 45億 7千 5百万円増加（＋0.4％）しています。 

このうち、個人住民税は 4,249億 2千 4百万円となり、前年度に比べ 57億 9千    

7百万円増加（＋1.4％）、固定資産税は 4,284億 3千 9百万円となり、2億 6千 2百

万円増加（＋0.1％）、法人住民税は 736億 6千 7百万円となり、12億 4百万円減少

（▲1.6％）しています。 

 

（２）地方消費税交付金 

 地方消費税交付金は、963億 5千 9百万円となり、前年度に比べ 238億 1千 3百万

円増加（＋32.8％）しています。このうち、増税に伴う増収分は 375億 6百万円とな

り、前年度に比べ 244億 6千 9百万円増加（＋187.7％）しています。 

 

（３）地方交付税 

 地方交付税は、1,391億 5千 6百万円となり、前年度に比べ 36億 9千 2百万円減少

（▲2.6％）しています。このうち、普通交付税が 1,237億 9千 2百万円となり、前

年度に比べ 55億 8千 5百万円の減少（▲4.3％）、特別交付税は 142億 7千 8百万円

となり、前年度に比べ 8億 2千 5百万円増加（＋6.1％）しています。 

 

（４）国庫支出金 

 国庫支出金は、防災・減災事業など建設事業に係るものが増加したことや、子ど

も・子育て支援新制度に係るものが増加したことなどにより、3,458億 2千 7百万円

となり、前年度に比べ 51億 7千 7百万円増加（＋1.5％）しています。 

 

（５）地方債 

 建設地方債は 1,240億 5千 5百万円となり、前年度に比べ 64億 5千 6百万円減少

（▲4.9％）しています。また、地方交付税の代替である臨時財政対策債は、    
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865億 8千 3百万円となり、前年度に比べ 76億 2千 4百万円減少（▲8.1％）してい

ます。 

この結果、地方債は、2,116億 4千 2百万円となり、前年度に比べ 146億 4千万円

減少（▲6.5％）しています。 

 

３ 歳出の状況 

（１）人件費 

 人件費は、統一地方選挙や国勢調査の実施などにより増加し、4,000億 7千 4百万

円となり、前年度に比べ 43億 9千 6百万円増加（＋1.1％）しています。 

 

（２）扶助費 

生活保護費は 1,555億 5千万円となり、前年度に比べ 11億 1千 5百万円増加（＋

0.7％）しています。障害者自立支援給付費も 783億 6百万円となり、前年度に比べ

35億 2千 9百万円増加（＋4.7％）しています。 

また、子ども・子育て支援新制度が開始されることに伴い、教育・保育給付などが、

587億 6千 3百万円となり、前年度に比べ 142億 4千 1百万円増加（＋32.0％）して

います。 

この結果、扶助費は 5,319億 3百万円となり、前年度に比べ 175億 2百万円増加（＋

3.4％）しました。 

 

（３）公債費 

 公債費は、過去の建設事業債の償還完了などにより元利償還金が減少し、1,973億

3百万円となり、前年度に比べ 73億 6千 7百万円減少（▲3.6％）しています。 

 

（４）普通建設事業費 

 普通建設事業費は、2,605億円となり、前年度に比べ 19億 5千 2百万円増加（＋

0.8％）しています。 
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（５）物件費 

 物件費は 3,767億 3千万円となり、前年度に比べ 125億 3千 8百万円増加（＋3.4％）

しています。 

 

 

    （※１）骨格予算：年度中途に首長の選挙等が予定される場合、当初予算編成に    

あたって、政策的経費を極力押え、義務的経費を中心とした予算を編成する

こと。 

（参考）骨格予算を編成した吉川市を含めた県内市町村（40市 22町 1村）の予算規

模は、2兆 2,966億 4千 3百万円（前年度比 394億 3千万円の増（＋1.7%））

となっています。 

 

 

詳細については、下記のホームページをご覧ください。埼玉県企画財政部市町村課

のページ「平成２７年度市町村予算」に掲載しています。 

  
 ＵＲＬ： http://www.pref.saitama.lg.jp/a0107/zaiseitantou/h27nendoyosan.html 
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